
信頼される税理士制度の確立と税務行政の円滑化、簡素化を目的

に平成21年4月に施行された新しい制度です。

［ 

●効果
1．調査の省略
2．調査の短縮·効率化
3．金融機関等の信頼度向上
＊必ずしも調査の短縮省略につながるもの

ではありません
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申告書

添付書類

法第33条の2

①②

●税務調査官は事前通知をする前に、税理士

からの意見聴取が義務付けられました。

＊不適当な場合は事前通知なしで

調査されます。

●税理士は納税者を代理して税務調査官に

疑問点の解明のため、申告に当って計算・

整理した事項について詳細かつ正確に

意見陳述します。

●調査が行なわれない場合、

その旨税理士へ連絡

新書面添付制度の目的と課題
この制度は、税理士が税務の専門家として、納税者の要求と社会公共的要請に
応えることを目的としています。 当事務所では積極的に普及・定着に努めます
ので、こ理解の程よろしくお願いします。

書面添付の効果・活用策
●税理士の使命を果たす

税務の専門家として適正な申告納税制度を実現
●税理士の業務品質の向上
●税理士の責任範囲の明確化
●実地調査の省略又は効率化への期待
●依頼者と金融機関等の取引改善に資する

今後の課題
●書面添付実施割合の増加を目指す
●質の高い新書面添付制度の実施
●申告是認割合の増加を目指す

無断転載を禁じます




